
にぎわいのまち支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、にぎわいのまち支援事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第２条  補助の対象となる者は、次の一の要件を満たす団体とする。 

 （１）山口市中心商店街において、商店街にふさわしいイベント等を創造・

研究し、実施しうる団体 

 （２）山口市商店街連合会及びそれに準じる団体 

（３）前各号に定める団体のほか、市長が適当と認める団体 

 

（実施主体及び運営主体） 

第３条  この事業の実施主体は山口市とする。ただし、事業の運営は市長が適

当と認めた団体（以下「運営主体」という。）に委託するものとする 

 

（補助対象事業） 

第４条  補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、山口市

中心商店街においてにぎわいの創出等、当該地域の活性化や波及効果が見込

まれる事業とし、次の各号に掲げる事業は補助の対象外とする。 

（１）営利を目的とする事業や営利法人が行う事業  

 （２）宗教的、政治的宣伝意図を持つと認められる事業 

 （３）山口市及びそれに準じる団体から助成を受けている事業 

（４）前各号に掲げる事業の他に、特に商店街事業として好ましくないと認

められる事業 

 

（補助対象経費） 

第５条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

事業に要する次の経費とする。 

（１）報償費 

  （２）旅費 

（３）消耗品費 

  （４）印刷製本費 

（５）通信運搬費 

  （６）施設等使用料 

（７）委託料 

（８）その他事業に直接必要とされる経費 

 

 



２ ただし、次の各号に掲げる経費は補助対象経費から除くものとする。 

（１）団体等の恒常的な人件費、運営費等 

（２）固定資産、備品等の取得費及び整備費 

（３）懇親会、接待費、打ち上げ代、弁当代その他飲食費 

（４）団体内部の者に対する出演料、謝金等 

 

（補助金額及び補助率） 

第６条  補助金の額は、予算の範囲内において、審査の結果に基づき補助対象

経費の概ね２分の１以下、上限金額を５００千円とし補助する。ただし、補

助金額は、算出して得た額から千円未満の端数を切り捨てた額とする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第７条  補助金の交付の申請をしようとする団体は、事業を開始する前ににぎ

わいのまち支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類

を添えて運営主体に提出しなければならない。 

 （１）事業計画書（様式第２号） 

 （２）事業収支予算書（様式第３号） 

 （３）団体概要書（様式第４号） 

（４）その他参考となるもの 

 

（審査） 

第８条 運営主体は申請書の提出があった時には、補助金の交付の適否及び補

助金の額について審査するものとする。 

２ 前項の規定による審査については、運営主体において別に定める。 

 

（補助金の交付の通知） 

第９条  運営主体は、前条の審査の上、適正と認める時は、交付すべき補助金

の額を決定し、必要により条件を付し、その旨を申請者に通知する。 

 

（申請の取下げ） 

第１０条 運営主体が補助金の交付の通知をした申請者（以下「交付通知者」

という。）は、前条の交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服

があり補助金の交付の申請を取下げようとする時は、その交付決定を受けた

日から３０日以内にその旨を記載した書面を運営主体に提出しなければなら

ない。 

 

２ 前項の規定による申請の取下げがあった時は、当該申請に係る補助金の交

付の決定はなかったものとみなす。 

 

 



（補助事業の内容又は経費の配分の変更） 

第１１条 交付通知者は、補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとする

時は、予め事業計画変更承認申請書（様式第５号）、事業変更計画書(様式第

６号)、事業変更収支予算書(様式第７号)を運営主体に提出し、その承認を受

けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 運営主体は、前項の承認をする場合において必要に応じ交付決定の内容に

条件を付し、又は変更することができる。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１２条 交付通知者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする時は、予

め事業中止（廃止）承認申請書（様式第８号）を運営主体に提出し、その承

認を受けなければならない。 

 

（指導等） 

第１３条  市長又は運営主体は、必要があると認めた時は、前条の規定により

交付通知者に対し必要な指導をするほか、帳簿その他の関係書類を調査し、

又は関係者に質問することができる。 

 

（事業の実績報告） 

第１４条  交付通知者は、補助に係る事業が完了したときは、事業完了の日か

ら３０日以内ににぎわいのまち支援事業費補助金実績報告書（様式第９号）、

事業報告書（様式第１０号）、事業収支決算書（様式第１１号）に事業実績

のわかる書類を添えて運営主体に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第１５条  補助金の交付の時期は、補助事業が完了した時とする。 

２ 交付通知者は、補助金の交付を受けようとする時は、にぎわいのまち支援

事業費補助金精算(概算)払請求書(様式第１２号)を運営主体に提出しなけれ

ばならない。 

３ 第 1 項の規定にかかわらず、運営主体は必要があると認める時は、第９条

の規定による通知に係る金額の範囲内で、概算払いにより補助金を交付する

ことができる。 

４ 交付通知者は、前項により補助金が超過して交付された時は、事業完了後

その超える部分の額の補助金を運営主体に直ちに返還しなければならない。 

 

 

 

 

 

 



（補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第１６条  運営主体は、交付通知者が次の各号の一に該当する時は、補助金の

全部若しくは一部の交付の決定を取消し、又は交付した補助金の全部若しく

は一部の返還を命ずることができる。 

（１）この要綱に違反した時 

 （２）補助金の交付に関して付した条件に違反した時 

（３）虚偽の申請をした時 

（４）市長又は運営主体の指導等に従わない時 

 

（その他） 

第１７条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 


